
熊本県空家対策専門家活用支援事業補助金交付要項 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、市町村が空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）に基づき

実施する空家対策を支援するため、空家法第２９条第１項に規定する財政上の措置の一環として、

市町村が専門家を活用する場合の経費に対して予算の範囲内において補助金を交付するものとし、

その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要項における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「空家対策」とは、市町村が実施する次に掲げる事務をいう。 

ア 住民向けの空家相談会 

イ 住民向けの空家対策セミナー又は研修会 

ウ 空家の活用促進に資する移住相談会等 

エ 空家の所有者に対する助言又は指導 

オ その他知事が特に必要と認める事務 

（２）「空家等対策計画」とは、空家法第７条に基づき市町村が策定する計画をいう。 

（３）「専門家」とは、市町村職員以外の者で、市町村の空家対策を専門的に支援する次に掲げる資 

格者をいう。 

ア 建築士（熊本県空家利活用マネージャー登録者に限る。）  

イ 司法書士 

ウ 弁護士 

エ 行政書士 

オ 税理士 

カ 宅地建物取引士 

キ 不動産鑑定士 

ク 土地家屋調査士 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる市町村の区分、補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表のとおりと

する。 

２  前項の補助金の額は百円単位とし、百円未満の端数は切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号のとおりとする。 

（１）事業計画書（別記第２号様式） 

（２）収支予算書（別記第３号様式） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

（決定の通知） 

第５条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書（別記第４号様

式）により行うものとする。 



（補助事業の内容等の変更） 

第６条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は、補助金の額に変更を生じる内容の変更

とする。 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は別記第５号様式によるものとし、同項の規定により当該申請書

に添付すべき書類は、第４条第２項各号に掲げる図書のうち変更に係るものとする。 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業の内容等の変更の決定通知

は、変更交付決定通知書（別記第６号様式）により行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の通知を受けた

日から起算して３０日を経過した日までとする。 

（事業の中止及び廃止） 

第８条 市町村は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、事業中止（廃止）申請書（別

記第７号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定による承認は、事業中止（廃止）承認通知書（別記第８号様式）により行うものとす

る。 

（完了期日の変更） 

第９条 市町村は、補助事業が予定の期間内に完了しないときは、未完了報告書（別記第９号様式）

を知事に提出するものとする。 

（実績報告等） 

第１０条 規則第１３条の実績報告書は、別記第１０号様式によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は次の各号に掲げるとおりとし、その様式は当該各号に定めるところに

よるものとする。 

（１） 事業実績書（別記第１１号様式） 

（２） 収支決算書（別記第３号様式） 

（３） 補助対象経費を支出したことが分かる資料 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、完了の日から起算して１５日を経過した日、又は事業の完了

した日の属する県の会計年度の３月３１日のいずれか早い日までとし、その提出部数は１部とする。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知書（別記第１２

号様式）により行うものとする。 

（補助金の請求等） 

第１２条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第１３号様式によるものとする。 

（財産の処分の制限） 

第１３条 規則第２１条第２項に規定する別に定める期間は１０年とする。 

（証拠書類の保管期間） 

第１４条 規則第２３条に規定する別に定める期間は１０年とする。 

（雑則） 

第１５条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要項は、令和２年（２０２０年）１１月４日から施行する。 



 

附 則 

この要項は、令和３年（２０２１年）４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、令和４年（２０２２年）６月２９日から施行し、令和４年（２０２２年）４月１日か

ら適用する。 

 

附 則 

この要項は、令和６年（２０２４年）４月１日から施行する。 

 

 

別表（第３条関係） 

市町村の区分 補助対象経費 補助率 補助限度額 

１ 空家等対策計画を

策定済みの市町村 

空家対策の実施のために、当該年

度に活用した専門家に対する謝

金及び旅費 

２分の１ １人・１日当たり 

１１，３００円 

２ 空家等対策計画を

策定していない市町

村 

空家対策の実施のために、当該年

度に活用した専門家（建築士に限

る。）に対する謝金及び旅費 

２分の１ １人・１日当たり 

１１，３００円 

 


